とちぎグリーン成長産業創出支援事業
ＦＳ調査助成金交付要領　実施細則
１　総　則
この細則は、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領（以下「要領」という。）の実施にあたり必要な事項について定めるものとする。
２　助成金の交付申請
要領第７条に規定する助成金交付申請書の様式は、別記様式第１号、別記様式第１号の２、別記様式第１号の３、別記様式第１号の４及び別記様式第１号の５とする。
３　助成金の交付決定
要領第12条に規定する助成金の交付決定の通知の様式は、別記様式第２号とする。
４　事業計画の変更等の承認申請
要領第14条第１項に規定する事業計画変更承認申請書の様式は、別記様式第３号、別記様式第３号の２及び別記様式第３号の３とする。

５　状況報告
　要領第17条に規定する助成事業遂行状況報告書の様式は、別記様式第４号及び別記様式第４号の２とする。
６　代表者等の変更届

(1)　要領第19条第１項に規定する代表者変更届及び所在地変更届の様式は、別記様式第５号及び別記様式第６号とする。

(2)　要領第19条第２項に規定する事業継承届の様式は、別記様式第７号とする。

７　実績報告書
(1)　要領第20条に規定する実績報告書及びその添付書類の様式は、別記様式第８号、別記様式第８号の２、別記様式第８号の３、別記様式第８号の４及び別記様式第８号の５とする。

(2)　要領第20条に規定する実績報告書の提出期限は、助成事業の完了（廃止の承認をうけた場合を含む。以下同様。）の日から起算して３０日を経過した日又は助成事業の期間の終了の日から起算して１０日を経過した日のいずれか早い日とする。
８　助成金の額の確定
要領第23条に規定する助成金の額の確定に係る通知の様式は、別記様式第９号とする。
９　助成金交付請求書
要領第25条第２項に規定する助成交付請求書の様式は、別記様式第10号とする。
10　財産処分承認申請書
要領第29条第２項に規定する財産処分承認申請書の様式は、別記様式第11号とする。
11　書類、帳票等の保存期間
要領第30条に規定する書類、帳簿等の保存期間は、助成事業が完了した日の属する会計年度の翌年度以降５年間とする。ただし、当該事業により取得し、又は効用の増加した財産の処分の制限を受ける期間が５年間を超える場合にあっては、当該５年間を超える期間とする。
12　状況等報告書
要領第31条第１項に規定する状況等報告書の様式は、別記様式第12号とする。
附　則
この細則は、令和４(2022)年８月30日から適用する。
別記様式第１号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印

令和　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付申請書
とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第７条の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記

１　調査テーマ名
２　事業計画の内容
　　別記様式第１号の２　事業計画書
　　別記様式第１号の３　助成事業支出内訳
　　別記様式第１号の４　ＦＳ調査実施スケジュール
別記様式第１号の５　インキュベーション研究・実用化開発実施スケジュール
３　調査に要する経費及び助成金交付申請額
　　　　　　　調査に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円
　　４　確認事項　※中小企業者の方のみ該当にチェック
　　　　　・当社は｢みなし大企業｣に該当　　□する　　□しない
○ みなし大企業の定義（下記のいずれかに該当する場合）
・発行済株式の総数又は出資価格の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している法人
・発行済株式の総数又は出資価格の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している法人
・大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている法人
別記様式第１号の２
事　　業　　計　　画　　書
	申請者の概要
	企 業 名
	
	設    立
	年　　月

	
	代表者名
	
	資 本 金
	千円

	
	所 在 地
	〒
	従業員数
	人

	
	電話番号
	
	FAX
	
	連絡者名
	


	
	事業内容
	

	調査のテーマ
	

	調査の目的
	

	調査の内容
	（200文字以内）


	調査の期間
	開始予定　　　　令和　　年　　月　　日
完了予定　　　　令和　　年　　月　　日

	調査に
要する経費
	　総額　　　　　　　　　　円　（助成金交付申請額　　　　　　　　　　　円）

	調査の分野
（グリーン成長戦略重要14分野）
	☐洋上風力・太陽光・地熱　☐水素・燃料アンモニア　　☐次世代熱エネルギー

☐原子力　　☐自動車・蓄電池　　☐半導体・情報通信　　☐船舶　
☐物流・人流・土木インフラ　　☐食料・農林水産業　　☐航空機　
☐カーボンリサイクル・マテリアル　　☐住宅・建築物・次世代電力マネジメント

☐資源循環関連　　☐ライフスタイル関連

	調査成果の展望
	

	市場性・市場規模
	

	新産業創出の展望
	

	補助金・助成金の
交付を受けた実績
	


※　必要に応じて拡大し、資料等(会社案内を含む)を添付して下さい。
※　詳細については、調査内容等説明書に記載して下さい。
調 査 内 容 等 説 明 書
１　調査の概要
２　調査の背景、当該分野における研究開発動向及び申請者等が行った関連業務・研究のこれまでの成果
３　調査の技術的目標値
４　調査の具体的内容

５　期待される効果、カーボンニュートラル実現への貢献

６　新産業の創出について
７　専門用語等の解説

別記様式第１号の３
助成事業支出内訳
（単位：円）

	項　目
	内　　訳
	金額（税抜き）

	委託費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	コンサルタント費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	リース費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	直接人件費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	旅費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	会議費
	
	

	
	
	


	小計
	
	

	印刷製本費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	通信費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	その他の経費
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	調査に要する経費

計①
	
	

	1 × 補助率２／３
　　　　(１／２)
②
	
	


※　費用は申請者が負担する金額を記載して下さい。（消費税及び地方消費税は含めないこと）
※　助成限度額（５００万円）
　資金調達方法
	区　　　　分
	金　　　額
	資　金　の　調　達　先

	自己資金
	千円
	

	借入金
	千円
	

	その他
	千円
	

	助成金交付申請額
	千円
	

	合計
	千円
	①の金額と同額


別記様式第１号の４　ＦＳ調査実施スケジュール
	(番号)　実施内容
	実施期間（　　年　月～　　年　月）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


別記様式第１号の５　インキュベーション研究・実用化開発実施スケジュール
	(番号)　実施内容
	実施期間（　　年度～　　年度）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別記様式第２号
番　　　　　号

年　　月　　日

様
栃木県知事　　　　　　　
令和　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付決定通知書

　　　　年　　月　　日付け（番号）で申請のあった　　　　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第12条の規定により下記のとおり交付することが決定したので通知します。
記
１　この助成金の対象となる事業は、　　　　年　　月　　日付けで申請のあった　　　　年度グリー
ン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付申請書のとおりとする。
２　助成事業に要する経費及び助成金の額並びに助成事業期間は、次のとおりとする。ただし、助成事業の内容が変更された場合における助成金の額については、別に通知するところによるものとする。
助成事業に要する経費　　金　　　　　　　円

助成金の額　　　　　　　金　　　　　　　円
助成事業期間　　　　　　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
３　県が交付する助成金交付の条件は、次のとおりとする。
(1)　助成事業の内容及び経費の配分を変更しようとする場合は、事前に県の承認を受けること。ただし、次号に定める軽微な変更についてはこの限りではない。
(2)　前号に定める軽微な変更とは、次に掲げる変更をいう。
ア　助成事業に要する経費の20パーセント以内の減少となる事業の内容の変更
イ　助成目的の達成に支障をきたすことなく、かつ、事業効率の低下をもたらさない事業計画の細部の変更
ウ　助成対象経費の経費区分の相互間において、いずれか低い額の20パーセント以内の経費の配分の変更
(3)　助成事業を中止し、又は廃止する場合は県の承認を受けること。
(4)　助成事業が予定期間に完了しない場合又は当該助成事業の遂行が困難になった場合においては、速やかに県に報告して、その指示を受けること。
(5)　県が必要と認めるときはその指示に従って助成事業の遂行状況を　　月　　日までに報告すること。
(6)　助成事業を行うために契約その他経費を支出する場合においては、適正かつ効率的に行うこと。
(7)　助成事業が完了したときは、助成事業の完了（廃止の承認をうけた場合を含む。以下同様。）の日から起算して３０日を経過した日又は助成事業の期間の終了の日から起算して１０日を経過した日のいずれか早い日までに実績報告書を県に提出すること。
(8)　助成事業に係る経理について収支の事項を明確にした証拠書類、帳簿等を整備し、かつ、これらの書類を助成事業が完了した日の属する会計年度の翌年度以降５年間保存すること。（助成事業により取得等した財産がある場合は、県が指示した期間とする。）
(9)　その他、交付要領に従うこと。
４　助成事業者は、助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件等に従い、善良な管理者の注意をもって助成事業を行わなければならない。
５　助成金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服がある場合は、当該交付決定の日から10日以内に申請の取下げをすることができる。
別記様式第３号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印
令和　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る事業計画変更承申請書
年　　月　　日付け産政第　　号をもって交付決定通知のあった事業について、下記のとおり事業計画を変更したいので、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第14条第１項の規定により承認を申請します。
記

１　変更後の助成金交付申請額　　　金　　　　　　　円
２　変更の理由

３　変更の内容

（注）　変更の理由及び内容は、できるだけ詳細に記入し、変更事業計画書（別記様式第３号の２）及び変更収支内訳書（別記様式第３号の３）を添付してください。
別記様式第３号の２

変　更　事　業　計　画　書
	区　　分
	変更前計画
	変更後計画

	
	
	


別記様式第３号の３

変　更　支　出　内　訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　目
	変更内容
	変更前金額(税抜)
	変更後金額（税抜）

	委託費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	コンサルタント費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	リース費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	直接人件費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	


	
	
	
	

	小計
	
	
	

	会議費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	通信費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	その他の経費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	調査に要する経費

計①
	
	
	

	①　× 補助率２／３
　　　　　　(１／２)

②
	
	
	


※　費用は申請者が負担する金額を記載して下さい。（消費税及び地方消費税は含めないこと）
※　助成限度額（２年間の合計で５００万円）
別記様式第４号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印
令和　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る事業遂行状況報告書
年　　月　　日付け産政第　　号をもって交付決定通知のあった事業の遂行状況について、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第17条の規定により下記のとおり報告します。
記

１　調査のテーマ名
２　助成事業の遂行状況（　　月　　日現在）

（注）１　申請書の助成事業内容説明書と対応させて、事業の経過とその成果を簡明に記載すること。

２　事業のスケジュールと実績を比較して、遅速のある場合はその理由を記載すること。

３　資金支出の状況（　　月　　日現在）

	経費
項目
	内容
	仕様等
	単位
	数量
	単価(円)
	金額(円)
	契約年月日
(※)
	実施年月日

	支払年月日
	支払先
	助成金充当額(円)
	備考

	
	
	
	
	
	
	予算額
	決算額
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　申請書の助成事業支出内訳と対応させて記載すること。

２　「実施年月日」については、各経費に関する事業を実施した日（物品に関しては入手日）等を記載すること。

※ 契約書(または注文請書)を作成している場合のみ記載。
別記様式第４号の２
助成事業調査（作業）日誌
	    　　　月　分
	職　　種
	
	

	
	氏　　名
	
	

	
	


	
	年月日
	調査時間
	時間数
	調査内容
	図面記録等
	責任者印
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	



	
	　　月分　時間数合計
	
	
	


　　※　調査日誌又は作業日報は、各調査者ごとに作成してください。
別記様式第５号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印
令和　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る代表者変更届
年　　月　　日付け産政第　　号をもって交付決定通知のあった事業について、下記のとおり代表者を変更したので、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第19条第１項の規定により代表者変更届を提出します。
記

１　変更前の代表者

２　変更後の代表者

３　変更年月日　　　　　　　年　　月　　日
（注）　新たな登記簿謄本及び定款、関係規約、会則等変更内容を証する書面を添付すること。
別記様式第６号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印
令和　　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る所在地変更届
年　　月　　日付け産政第　　号をもって交付決定通知のあった事業について、下記のとおり所在地を変更したので、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第19条第１項の規定により所在地変更届を提出します。
記

１　変更前の所在地
２　変更後の所持地
３　変更年月日　　　　　　　年　　月　　日
（注）　新たな登記簿謄本及び定款、関係規約、会則等変更内容を証する書面を添付すること。
別記様式第７号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印
令和　　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る事業継承届
年　　月　　日付け産政第　　号をもって交付決定通知のあった事業について、下記の者に事業継承したので、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第19条第２項の規定により事業継承届を提出します。
記

１　事業継承者

２　事業継承の理由

３　事業継承年月日　　　　　　　年　　月　　日
（注）　合併契約書等事業継承を証する書面を添付すること。
別記様式第８号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印

令和　年度 グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る実績報告書
年　　月　　日付け産政第　　号をもって交付決定通知のあった事業について、事業が完了したので、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第20条の規定により下記のとおりその実績を報告します。
記

１　調査テーマ名
２　補助事業実績報告書　　様式第８号の２のとおり　
３　決算総表　　　　　　　様式第８号の３のとおり

４　収支明細書　　　　　　様式第８号の４のとおり

５　補助事業調査日誌　　　様式第８号の５のとおり
６　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　
　　　　金　　　　　　　　　円
　　補助金決算額
　　　　金　　　　　　　　　円
　　
７　補助事業完了の期日
　　年　　月　　日
（注）　申請書の助成事業内容説明書に記載した内容と異なる場合、その理由を記載すること。

別記様式第８号の２
助　成　事　業　実　績　報　告　書
１　事業の経過

(1)事業担当者
(2)実施場所

(3)事業実施期間

令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

(4)事業の経過

(5)実績

２　調査の成果

(1)成果

(2)調査の結果、特許等の産業財産権の登録の出願をしているときはその状況

３　今後の見通し

別記様式第８号の３

決　　算　　総　　表

１　収入

	区分
	予算額（円）
	決算額（円）
	備考

	自己資金

借入金

助成金

その他
	
	
	

	合計
	
	
	


２　支出

【　　　　事業】
	経費

区分
	内容
	予算額（円）
	決算額（円）
	助成金充当額(円)
	備考

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


（注）１　予算額には申請書の助成事業支出内訳の金額を記載すること。助成事業計画の変更承認を受けた場合には変更後の金額を記載すること。

２　予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記載すること。

別記様式第８号の４

収　　支　　明　　細　　書

１　収入

	区分
	金額（円）
	調達年月日
	調達先
	備考

	
	予算額
	決算額
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　支出

	経費
項目
	内容
	仕様等
	単位
	数量
	単価(円)
	金額(円)
	契約年月日
(※)
	実施年月日

	支払年月日
	支払先
	助成金充当額(円)
	備考

	
	
	
	
	
	
	予算額
	決算額
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　申請書の助成事業支出内訳と対応させて記載すること。

２　「実施年月日」については、各経費に関する事業を実施した日（物品に関しては入手日）等を記載すること（事業遂行状況報告書に同じ）。

３　予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記載すること。
※ 契約書(または注文請書)を作成している場合のみ記載。
別記様式第８号の５
助成事業調査（作業）日誌
	    　　　月　分
	職　　種
	
	

	
	氏　　名
	
	

	
	


	
	年月日
	調査時間
	時間数
	調査内容
	図面記録等
	責任者印
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	



	
	　　月分　時間数合計
	
	
	


　　※　調査日誌又は作業日報は、各調査者ごとに作成してください。
別記様式第９号
番　　　　　号

年　　月　　日

様
栃木県知事　　　　　　　
令和　　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金の額の確定通知書

　　　　年　　月　　日付け産政第　　号をもって交付決定通知を行った事業については、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第23条の規定により下記のとおり額を確定しましたので通知します。
記
１　調査のテーマ名
２　助成金　　　　金　　　　　　円
別記様式第10号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様

所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印
令和　　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る助成金交付請求書
年　　月　　日付け産政第　　号をもって助成金交付決定通知のあった事業について、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第25条第２項の規定により下記のとおり請求します。
記

１　調査のテーマ名

２　助成金確定額　　　　　　　　　　　円
３　助成金請求額　　　金　　　　　　　円
４　振込先
金融機関名：
普通・当座預金の別：　　　　普　通　　・　　当　座

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 10(ふり),口座)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 10(がな),名義)：

口座番号：

別記様式第11号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
栃木県知事　様
所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印

令和　　　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る財産処分承認申請書
　　年　　月　　日付け産政第　　　号をもって交付決定通知のあった上記事業により取得した下記の財産を処分したいので、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第29条第２項により、承認を申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　　１　取得財産の品目及び取得年月日
　　２　取得価格及び時価
　　３　処分の方法
　　４　処分の理由
別記様式第12号
番　　　　　号

年　　月　　日

栃木県知事　様
所在地　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　

代表者 職氏名 　　　　　　　印
令和　　年度グリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金に係る状況等報告書（ 　年度分）
年　　月　　日付け産政第　　号をもって助成金交付決定通知のあった事業について、とちぎグリーン成長産業創出支援事業ＦＳ調査助成金交付要領第31条第１項の規定により下記のとおり状況等を報告します。
記

１　調査のテーマ名
２　調査成果の状況

(1) 当該年度の調査成果の実用化に向けた状況

(2) 問題点、今後の取組
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